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「
消
費
税
転
嫁
対
策
特
別
措
置

法
」
は
、
消
費
税
の
引
き
上
げ
に

際
し
、
消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正

な
転
嫁
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的

と
し
、　

年　
月
１
日
か
ら
施
行

２５

１０

さ
れ
て
い
ま
す
。

Ⅰ
消
費
税
の
転
嫁
拒
否

な
ど
の
行
為
の
是
正
に

関
す
る
特
別
措
置

　
特
定
事
業
者
（
※
１
）
は
特
定

供
給
事
業
者
（
※
２
）
に
対
し
、

次
の
行
為
が
禁
止
さ
れ
て
い
ま
す

（
下
表
１
「
特
定
事
業
者
が
行
う

こ
と
を
禁
止
し
て
い
る
行
為
」
参

照
）。

　
①
減
額
・
買
い
た
た
き

　
②
購
入
強
制
・
役
務
の
利
用
強

制
、
不
当
な
利
益
提
供
の
強
制

　
③
税
抜
き
価
格
で
の
交
渉
の
拒

否

　
④
報
復
行
為

　
（
※
１
）特
定
事
業
者
と
は
、「
買

い
手
」
の
こ
と
で
、
大
規
模
小
売

事
業
者
、
特
定
供
給
事
業
者
か
ら

継
続
し
て
商
品
ま
た
は
役
務
の
供

給
を
受
け
る
法
人
事
業
者
を
指
し

ま
す
。

　
（
※
２
）特
定
供
給
事
業
者
と
は
、

「
売
り
手
」
の
こ
と
で
、
大
規
模

小
売
事
業
者
に
継
続
し
て
商
品
ま

た
は
役
務
を
供
給
す
る
事
業
者
、

資
本
金
な
ど
の
額
が
３
億
円
以
下

で
あ
る
事
業
者
、
個
人
事
業
者
を

指
し
ま
す
。

Ⅱ
消
費
税
の
転
嫁
を
阻

害
す
る
表
示
の
是
正
に

関
す
る
特
別
措
置

　
事
業
者
は
、
消
費
税
の
円
滑
か

つ
適
正
な
転
嫁
を
阻
害
す
る
次
の

表
示
を
行
っ
て
は
い
け
ま
せ
ん
。

調

査

事

項

　
７
月
１
日
現
在
を
調
査
期
日

と
し
て
全
て
の
事
業
所
お
よ
び

企
業
を
対
象
に
、
事
業
所
の
所

在
地
、
名
称
お
よ
び
従
業
者
数

な
ど
の
基
本
的
な
事
項
の
ほ
か
、

売
上
（
収
入
）
金
額
を
調
査
し

ま
す
。

結

果

の

公

表

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
、
刊
行
物

お
よ
び
閲
覧
に
よ
り
公
表
し
ま

す
。
速
報
集
計
は　
年
６
月
末

２７

日
ま
で
に
、
確
報
集
計
は　
年
２７

　
月
以
降
順
次
公
表
し
ま
す
。

１１
　
社
会
福
祉
審
議
会
は
、
社
会
福

祉
に
関
す
る
重
要
事
項
を
調
査
審

議
す
る
市
長
の
附
属
機
関
で
す
。

審
議
会
の
運
営
に
市
民
の
意
見
を

反
映
さ
せ
る
た
め
、
審
議
会
委
員

の
一
部
を
公
募
し
ま
す
。

　
【
応
募
資
格
】
市
内
在
住
、
在
勤
、

在
学
の　
歳
以
上
で
、
平
日
夜
間

２０

の
会
議
に
出
席
で
き
る
方

　
【
募
集
人
員
】
３
人
以
内

　
【
任
期
】
７
月
か
ら
２
年
間

　
【
報
酬
】市
条
例
の
規
定
に
よ
る

委
員
報
酬
額

　
申
し
込
み
は
「
地
域
福
祉
に
関

す
る
私
の
考
え
」
を
８
０
０
字
程

度
に
ま
と
め
（
様
式
自
由
）、
住
所
、

　
児
童
育
成
手
当
は
５
月
申
請
分

以
降
、　

年
度
（　
年
中
）
の
所

２６

２５

得
を
対
象
に
審
査
を
行
い
ま
す

（
左
下
表
参
照
）。児
童
育
成
手
当

（
育
成
手
当
、
障
害
手
当
）
の
支

給
対
象
に
該
当
す
る
方
で
、
こ
れ

ま
で
所
得
超
過
な
ど
に
よ
り
受
給

し
て
い
な
い
方
の
う
ち
、
新
た
に

該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
方
は
、
早

め
に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　
手
当
は
、
申
請
し
た
月
の
翌
月

分
か
ら
支
給
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

申
請
は
随
時
受
け
付
け
て
い
ま
す

が
、
申
請
が
遅
れ
た
場
合
、
遅
れ

た
月
数
分
の
手
当
が
受
け
ら
れ
ま

せ
ん
の
で
、
５
月
中
に
子
育
て
支

援
課
（
市
役
所
２
階
）
へ
申
請
し

て
く
だ
さ
い
。

　
【
支
給
対
象
】次
の
児
童
を
扶
養

し
て
い
る
方

　
▼
育
成
手
当　
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る　
歳
到
達
後
最
初
の

１８

３
月
末
日
ま
で
の
児
童

　
①
父
ま
た
は
母
が
死
亡
②
父
母

が
婚
姻
を
解
消
③
父
ま
た
は
母
が

生
死
不
明
も
し
く
は
１
年
以
上
遺

棄
さ
れ
て
い
る
④
父
ま
た
は
母
が

母
ま
た
は
父
の
申
し
立
て
に
よ
り

保
護
命
令
を
受
け
た
⑤
父
ま
た
は

母
が
１
年
以
上
拘
禁
さ
れ
て
い
る

⑥
母
が
婚
姻
に
よ
ら
ず
に
懐
胎
し
、

父
に
養
育
さ
れ
て
い
な
い
⑦
父
ま

た
は
母
に
重
度
の
障
害
が
あ
る

（
身
体
障
害
者
手
帳
１
・
２
級
程

度
）
　
▼
障
害
手
当　
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る　
歳
未
満
の
児
童

２０

　
①
身
体
障
害
者
手
帳
１
・
２
級

程
度
②
愛
の
手
帳
１
～
３
度
程
度

「「「「「「「「「「「「「「「
消消消消消消消消消消消消消消
費費費費費費費費費費費費費費
税税税税税税税税税税税税税税
転転転転転転転転転転転転転転
嫁嫁嫁嫁嫁嫁嫁嫁嫁嫁嫁嫁嫁嫁
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別別別別別別別別別別別別別別
措措措措措措措措措措措措措措
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消
費
税
転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
」」」」」」」」」」」」」」」

がががががががががががががが
施施施施施施施施施施施施施施
行行行行行行行行行行行行行行
ささささささささささささささ
れれれれれれれれれれれれれれ
てててててててててててててて
いいいいいいいいいいいいいい
まままままままままままままま

が
施
行
さ
れ
て
い
ま
すすすすすすすすすすすすすすす

「　

年
経
済
セ
ン
サ
ス－

基
礎
調
査
」

２６
「
商
業
統
計
調
査
」
を
実
施
し
ま
す

新
規
申
請
の
受
け
付
け
を

開
始
し
ま
す

調
査
結
果
か
ら
分
か
る

こ
と
、
結
果
の
利
用

　
「
経
済
セ
ン
サ
ス
儿
基
礎
調

査
」
で
は
、
地
域
別
、
産
業
分

類
別
な
ど
の
事
業
所
数
と
従
業

者
数
な
ど
が
分
か
り
ま
す
。
結

果
は
、
経
済
政
策
、
雇
用
政
策
、

中
小
企
業
政
策
、
災
害
復
興
施

策
な
ど
の
各
種
政
策
立
案
な
ど

に
利
用
さ
れ
ま
す
。

　
「
商
業
統
計
調
査
」で
は
、卸

売
業
お
よ
び
小
売
業
の
事
業
所

数
、
従
業
者
数
、
年
間
商
品
販

売
額
な
ど
が
分
か
り
ま
す
。
結

果
は
、
産
業
振
興
策
立
案
や
企

業
、
研
究
機
関
な
ど
で
の
市
場

分
析
・
需
要
予
測
な
ど
に
利
用

さ
れ
ま
す
。

　
調
査
へ
の
ご
理
解
・
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

　
詳
し
く
は
企
画
経
営
室
総
務

課
統
計
調
査
担
当
☎
４
７
０
・

７
７
１
４
へ
。

氏
名
、
年
齢
、
性
別
、
職
業
、
電

話
番
号
を
記
入
し
た
も
の
を
添
付

し
、
５
月　

日
（
月
）
ま
で
に

１９

（
必
着
）、
〒
２
０
３
倆
８
５
５
５
、

市
役
所
福
祉
総
務
課
福
祉
政
策
係

宛
て
郵
送
、
電
子
メ
ー
ル
（fuku

shisomu@
city.higashikuru

m
e.lg.jp

）
で
送
信
、
ま
た
は
直

接
同
課
（
市
役
所
１
階
）
へ
持
参

し
て
く
だ
さ
い
。

　
※
応
募
書
類
を
基
に
選
考
し
、

結
果
を
通
知
し
ま
す
。
応
募
書
類

は
返
却
し
ま
せ
ん
。

　
詳
し
く
は
同
課
☎
４
７
０
・
７

７
４
１
へ
。

③
脳
性
ま
ひ
、
ま
た
は
進
行
性
筋

萎
縮
症

　
【
必
要
書
類
】①
認
め
印
②
銀
行

口
座
の
分
か
る
も
の
③
請
求
者
お

よ
び
児
童
の
戸
籍
謄
本
（
障
害
手

当
の
み
申
請
の
場
合
は
不
要
）
④

　
年
１
月
２
日
以
降
に
市
へ
転
入

２６し
た
方
は
、　

年
度
所
得
証
明
書

２６

　
※
受
給
要
件
に
よ
っ
て
は
、
他

の
書
類
が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、

子
育
て
支
援
課
助
成
係
☎
４
７

０
・
７
７
３
６
へ
問
い
合
わ
せ
て

く
だ
さ
い
。
な
お
、
現
在
受
給
中

の
方
は
、
６
月
中
に
現
況
届
を
郵

送
し
ま
す
の
で
、
必
ず
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

　
詳
し
く
は
同
係
へ
。

の
措
置
を
講
じ
て

い
る
と
き
に
限
り
、

税
込
み
価
格
を
表

示
す
る
こ
と
を
要

し
な
い
（
総
額
表

示
義
務
の
特
例
措
置
）

　
※
税
込
み
価
格
を
表
示
し
な
い

事
業
者
は
、
で
き
る
だ
け
速
や
か

に
、
税
込
み
価
格
を
表
示
す
る
よ

う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
②
事
業
者
が
税
込
み
価
格
に
併

せ
て
、
税
抜
き
価
格
を
表
示
す
る

場
合
に
お
い
て
、
税
込
み
価
格
が

明
瞭
に
表
示
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、

景
品
表
示
法
第
４
条
第
１
項
（
不

当
表
示
）
の
規
定
は
適
用
し
な
い

Ⅳ
消
費
税
の
転
嫁
お
よ

び
表
示
の
方
法
の
決
定

に
係
る
共
同
行
為
に 

関
す
る
特
別
措
置

　
転
嫁
お
よ
び
表
示
カ
ル
テ
ル
に

つ
い
て
、
独
占
禁
止
法
の
適
用
除

外
と
す
る
（
公
正
取
引
委
員
会
へ

の
届
け
出
制
）

　
〇
転
嫁
カ
ル
テ
ル
＝
転
嫁
の
方

法
の
決
定
に
係
る
共
同
行
為
（
例

＝
事
業
者
が
そ
れ
ぞ
れ
自
主
的
に

定
め
て
い
る
本
体
価
格
へ
の
消
費

税
額
分
の
上
乗
せ
の
決
定
、
端
数

の
合
理
的
な
範
囲
で
の
処
理
の
決

定
）
　
〇
表
示
カ
ル
テ
ル
＝
表
示
の
方

法
の
決
定
に
係
る
共
同
行
為
（
例

＝
価
格
に
つ
い
て
統
一
的
な
表
示

方
法
を
用
い
る
こ
と
）

　
詳
し
く
は
Ⅰ
・
Ⅳ
に
つ
い
て
が

公
正
取
引
委
員
会
取
引
企
画
課
☎

　
・
３
５
８
１
・
５
４
７
１
（
代

０３表
）、Ⅱ
に
つ
い
て
が
消
費
者
庁
表

示
対
策
課
☎　
・
３
５
０
７
・
８

０３

８
０
０（
代
表
）、Ⅲ
に
つ
い
て
が

消
費
税
価
格
転
嫁
等
総
合
相
談
セ

ン
タ
ー
☎
０
５
７
０
・
２
０
０
・

１
２
３
（
代
表
）
へ
。

売上げ５万円
消費税①４,０００円

売上げ７万円
消費税②5,6００円
仕入れ５万円
消費税①４,０００円

売上げ10万円
消費税③8,0００円
仕入れ7万円
消費税②5,6００円

支払い総額10万8,000円

２６年度（２５年分）児童育成手当所得制限限度額表
所得額扶養親族などの人数

円未満

３６０万４,００００人
３９８万４,０００１人
４３６万４,０００２人
４７４万４,０００３人
５１２万４,０００４人
５５０万４,０００５人

３８万円５人以降１人増すごとに加算する金額
１０万円老人控除対象配偶者または老人扶養

親族１人につき加算する金額

２５万円
特定扶養親族または１６歳以上１９歳未
満の控除対象扶養親族１人につき加
算する金額

所得から控除する金額
８万円社会保険料相当額（一律）
２７万円寡婦（夫）、障害、勤労学生控除
３５万円特別の寡婦控除
４０万円特別障害者控除
控除相当額雑損、医療費、小規模企業共済掛け金控除
控除相当額配偶者特別控除

　
①
取
引
の
相
手
方
に
消
費
税
を

転
嫁
し
て
い
な
い
旨
の
表
示

　
②
取
引
の
相
手
方
が
負
担
す
べ

き
消
費
税
に
相
当
す
る
額
の
全
部

ま
た
は
一
部
を
対
価
の
額
か
ら
減

ず
る
旨
の
表
示
で
あ
っ
て
、
消
費

税
と
の
関
連
を
明
示
し
て
い
る
も

の
　
③
消
費
税
に
関
連
し
て
取
引
の

相
手
方
に
経
済
上
の
利
益
を
提
供

す
る
旨
の
表
示
で
あ
っ
て
②
に
掲

げ
る
表
示
に
準
ず
る
も
の

Ⅲ
価
格
の
表
示
に 

関
す
る
特
別
措
置

　
①
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
に
際

し
、
消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な

転
嫁
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、

現
に
表
示
す
る
価
格
が
税
込
み
価

格
で
あ
る
と
誤
認
さ
れ
な
い
た
め

「「「「「「「「「「
社社社社社社社社社社
会会会会会会会会会会
福福福福福福福福福福
祉祉祉祉祉祉祉祉祉祉
審審審審審審審審審審
議議議議議議議議議議
会会会会会会会会会会
」」」」」」」」」」

「
社
会
福
祉
審
議
会
」
ののののののののののの

市市市市市市市市市市
民民民民民民民民民民
委委委委委委委委委委
員員員員員員員員員員
をををををををををを
募募募募募募募募募募
集集集集集集集集集集
しししししししししし
まままままままままま

市
民
委
員
を
募
集
し
ま
すすすすすすすすすすす

　

年
度
児
童
育
成
手
当

２６

①「減額」、「買いたたき」として問題となる具体例
　＜減額＞
　・消費税分を支払わないこと
　・売り手と本体価格に消費税分を上乗せする契約をしていたのに、
実際に支払う段階になって消費税分を下げる
　＜買いたたき＞
　・原材料費は変わらないのに、新しい税率の消費税分を上乗せした
税込み価格よりも低い税込み価格を売り手に対して指定する
②「商品購入の要請」、「役務利用の要請」、「利益提供の要請」として
問題となる具体例
　＜商品購入の要請＞
　・売り手が買い手の指定する商品を購入しなければ、消費税の上乗
せに当たって不利な取り扱いをすることを示唆する
　＜役務利用の要請＞
　・売り手にディナーショーのチケットの購入をお願いしたり、買い

手が保有する宿泊施設の利用を要請したりする
　＜利益提供の要請＞
　・消費税の上乗せに応じる代わりに、売り手に対して協賛金を要求
する
　・消費税の上乗せに応じる代わりに、売り手の従業員やスタッフの
派遣を要求する
③「本体価格（税抜き価格）での交渉の拒否」として問題となる具体例
　・売り手が提出した「本体価格と消費税額を別々に記載した見積書
など」を買い手が拒み、消費税額を加えた総額のみを記載した見積書
などを再度提出させる
　・買い手が消費税額を加えた総額しか記載できない見積書などの様
式を定めて、売り手にその様式の使用を余儀なくさせる
④報復行為とは
　特定供給事業者（売り手）が公正取引委員会などに対して、その事
実を知らせたことを理由として、取引数量の削減や取引停止、その他
の不利益な取り扱いをすること

表１　特定事業者が行うことを禁止している行為

経済センサスキャラクター


